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研究成果の概要（和文）：本研究の成果は、会計倫理教育について２つの点を明らかにしたことである。第1
に、アメリカとカナダでどのような会計倫理教育が行われているか調査し、会計テキストの各章にその内容に対
応した会計倫理に関する記述があることを明らかにした。第2に、会計倫理教育について、ＩＣＴとアクティブ
ラーニングを取り入れた教育手法を実践し、その効果を確認した。ケースメソッドを繰り返し行うことで、学生
の倫理的感受性を向上させる可能性を見出した。

研究成果の概要（英文）：The result of this research is having clarified two points about accounting 
ethics education. First, we surveyed what kind of accounting ethics education is performed in the 
United States and Canada. In this survey, we showed clearly that each chapter of the textbook of 
accounting has the description about the accounting ethics corresponding to those contents. 
Second, we practiced the educational technique which took in ICT and active learning, and checked 
the effect about accounting ethics education. We are repeating a case method and found out a 
possibility that a student would raise ethical sensibility.

研究分野：会計学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 会計不正を抑制するための鍵となる会計
倫理の問題については、その重要性が指摘さ
れ、会計不正が生じるたびに大きくクローズ
アップされてきたが、これまでにわが国にお
いては体系的な研究がなされてこなかった。
一方で、アメリカやカナダにおいては、会計
倫理の専門ジャーナルも刊行されており、一
定の研究成果の蓄積がなされている。また、
わが国の高等教育機関での応用倫理教育に
ついて見ると、医療倫理、生命倫理、技術倫
理、法哲学、政治倫理、企業倫理などが、多
くの大学で授業科目として開講されている
実態があり、その中で会計倫理教育の遅れは
顕著であった。 
こうした現状を鑑み、会計倫理の研究、特
に教育面に焦点を当てた研究の必要性を強
く認識することとなり、本研究を開始するに
至った。 
 
２．研究の目的 
 会計倫理の学問的体系化を図ること、それ
を基礎においた教育手法を確立していくこ
とが、本研究の目的であり、そのために次の
４つの課題を明らかにすることを、研究の目
的としている。 
(1) 課題Ａ：会計倫理の必要性を明らかに
する経済学的モデルの構築。この課題では、
なぜ会計不正を抑制するために会計倫理（特
に会計倫理教育）が重要なのかを経済学モデ
ルから明らかにすることを目的とする。 
(2) 課題Ｂ：日本企業における企業倫理の
内部制度化の実態把握。この課題では、内部
統制監査導入後、日本企業における企業倫理
の内部制度化がどの程度進んでいるのかを
実態調査を通じて明らかにすることを目的
とする。 
(3) 課題Ｃ：アメリカ・カナダにおける会
計倫理教育の実態把握。この課題では、会計
倫理研究について先進的であるアメリカ・カ
ナダにおける会計倫理教育の体系を調査し、
わが国における会計倫理教育に対するイン
プリケーションを示すことを目的とする。 
(4) 課題Ｄ：アクティブラーニングに基づ
く新しい会計倫理教育手法の開発と評価。こ
の課題では、教員による一方向的な講義形式
の教育ではなく、学修者の能動的な学修への
参加を取り入れた会計倫理のアクティブラ
ーニングの手法を開発、実施し、その教育効
果を示すことを目的とする。 
 
３．研究の方法 
(1) 課題Ａでは、倫理・道徳に反する行動
（非倫理的意思決定問題）に対する個人の合
理的意思決定モデルを道徳性発達理論に基
づいて構築し、このモデルのインプリケーシ
ョンに基づき、会計不正の抑制について考察
する。このモデルは、コールバーグによる道
徳性発達理論に基づく倫理の枠組みにおい
て、個人の倫理観を高めることによって、ど

のようにして、非倫理的行為の発生が抑制さ
れるのかということのメカニズムを説明す
るモデルである。このモデルを使って、会計
不正の発生の抑制（防止・抑止）のために、
倫理 が果たす役割を示し、会計教育や会計
実務における倫理教育の重要性を明らかに
する。ベースとなるモデルは、原田、矢部
（2010）の先行研究のなかですでに作成され
ているので、モデルの精緻化を図ることが主
たる研究の方法となる。 
(2) 課題Ｂでは、日本企業における企業倫
理の内部制度化がどの程度進み、機能してい
るかについて実態的な調査と分析を行う。具
体的には先行研究の確認とアンケート調査
を行う。また、企業倫理の内部制度化に関係
するコーポレート・ガバナンスに関する法改
正の影響を確認する。 
(3) 課題Ｃでは、アメリカ・カナダにおけ
る会計倫理教育に関する資料収集を行い、整
理・分析を行う。特に会計学テキストの中で、
どのように会計倫理が取り扱われているか
を調査し、わが国との違いを明らかにするこ
とが主たる研究の方法となる。 
(4) 課題Ｄでは、会計倫理教育においてア
クティブラーニングを実践することの相性
の良さと有効性を確認するために、ＩＣＴ等
を利用した会計倫理教育手法の開発と実践
を行い、その効果を測定することが主たる研
究の方法となる。 
 
４．研究成果 
 
(1) 入門レベルの会計倫理教育の実態調査 
アメリカにおける一般的な入門会計学テ
キストを確認すると、会計学の学習スタート
段階から、倫理的な視点を養うための工夫が
なされているものが数多く見られる。本研究
では、27 冊の入門会計学テキストについて、
どのような会計倫理教育がなされているか
の実態調査を行った。リストアップしたテキ
ストの内容を確認すると、会計倫理教育にい
くつかのタイプが存在することが確認でき
る。これらのタイプについて大別すると次の
５種類になる。 
①会計における倫理の意義や倫理問題を解
決するためのフレームワークおよび会計に
おける倫理的問題を本文中で述べる（本文
型）。 
②会計上の倫理的な問題を含んだ現実ない
しは仮想の事例を読み物として提示する（リ
ーディング型）。 
③倫理的ジレンマを含んだ現実ないしは仮
想の事例を提示し、課題として質問を読者に
対して投げかける（課題型）。 
④倫理的ジレンマを含んだ現実ないしは仮
想の事例を提示し、質問をグループで討論さ
せる（ディスカッション型）。 
⑤簿記会計に関する本文での説明に、適宜、
関連する倫理的問題を注や補足説明として
つける（補足説明型）。 



テキスト全般に共通することとして、次の
ようなことがあげられる。 
第 1 にいわゆる伝統的な倫理学（例えば、
功利主義、義務論、徳倫理）といった内容を
記述しているものはほとんどない。多くのテ
キストでは、倫理が、行為の善悪（正しいか
否か）を決定する原則であるとの説明に止め、
信頼性のある会計情報を利用者に供給する
ために、経営者、従業員、会計士には倫理的
な振る舞いが求められること、経営者、従業
員、会計士が非倫理的に行動することも現実
にあることを述べている。こうした記述は、
特に本文型の最初の章にあたる箇所におい
て述べられている場合が多い。 
第 2に、本文型、リーディング型、課題型、
ディスカッション型、補足説明型ともに、各
章で取り上げている内容に何らかの形で関
連づけて倫理的な視点、事例、課題、読み物
を載せる工夫がなされている。具体的には、
決算修正プロセスの章では、利益平準化のた
めに前払費用の計上時期を恣意的に変更す
る例や、売上高目標達成のために決算直前に
得意先に商品の一時的な販売を行い、その後
買戻しする例が、売掛金・受取手形の章では、
受取手形や売掛金の貸倒実績率を恣意的に
変更する例がといったことである。テキスト
の各章ごとに何らかの倫理に関する事柄を
配置することで、簿記会計を学ぶに際して連
続的に会計倫理に対する意識づけができる
工夫がなされている。 
第 3に、テキストの事例、課題、読み物の
登場人物が、会計士よりも、むしろ経営者や
従業員の場合が多く、読者である大学生を対
象にしている場合もあるという点である。会
計倫理を、会計職業倫理として捉えるのでは
なく、会計人全般を対象として、テキストが
作成されていることが分かる。 
 
(2) 専門レベルの会計倫理教育の実態調査 
 次に、専門科目として独立開講されている
会計倫理の講義において使用することが想
定されるテキスト 16 冊の内容を調査した。 
 これらのテキストに共通する頻出項目と
して、倫理学説（Ethical Theory）、倫理的
推論(Ethical Reasoning)、コーポレート・
ガバナンス(Corporate Governance)、企業の
社会的責任（CSR）、倫理規程（Code of 
Professional Conduct）、監査の倫理(Ethics 
in Auditing)、税務の倫理（Tax Accounting 
in Ethics）、内部告発(Whistle Blowing)、
ケース分析(Case Analysis)の 9 種類を識別
することができた。 
 これらの頻出項目は、国際会計教育基準第
４号（IES4）「資格取得前の専門能力開発－
職業的専門家としての価値観、倫理及び心構
え」やアメリカにおいて会計倫理教育をいち
早く積極的に導入し、アメリカの他の州に対
して、会計倫理教育の牽引的役割を果たして
いるテキサス州政府会計委員会（TSBPA）の 
Board Ruleで示された会計倫理教育の枠組み

の内容とほぼ合致することも確認すること
ができた。また、テキストの内容は、時代の
変遷によって大きく変化しているというこ
とも指摘できる。調査を通じて、エンロン事
件、それに伴う SOX 法の制定は、会計倫理テ
キストの構成内容を大きく変えたことを改
めて認識した。また、最近のテキストでは、
サステナビリティや統合報告書といった新
たな概念も取り上げられるようになり、さら
に、いまだ数少ないが原則主義に基づく IFRS
下での倫理問題を取り上げているテキスト
もあることが確認できた。 
  
(3) ケースメソッドを用いた会計倫理のア
クティブラーニングの有用性 
 会計倫理教育の内容について、アメリカの
会計学テキストで確認すると、学習する領域、
単元の内容に沿った倫理問題を、テキストの
章ごとに倫理問題のケースとして取り上げ
ている場合が多い。 
 Loeb（2010、222 頁）は、会計倫理教育で
は、受動的学習である講義型の授業に加えて、
ロールプレイやディベートを含めたグルー
プ・プレゼンテーション、ゲスト・スピーカ
ーの招聘とそこでの意見交換、ケースメソッ
ドといったアクティブラーニングの手法を
用いることが、かなり以前から実践されてい
たことを指摘し、会計倫理教育におけるアク
ティブラーニングの重要性、優位性を主張し
ている。 
自分とは異なる人物を想定して、ある状況
でその人物の役割を演じるロールプレイや、
ある状況について説明した事例をもとに、そ
の後どのように対応すればよいかを、当事者
の立場として考えていくケースメソッドは、
会計倫理だけでなく広く応用倫理の領域で
使用される手法である。それらの手法が利用
されるのは、他者の立場にたって状況を判断
し推測する機会を持つ役割取得の機会と、ど
ちらも重要だが同時に両方を選択するとい
うことができないジレンマの状況を与える
認知的葛藤の経験が、個人の道徳性を発達さ
せる要因となるとされているからである。 
 このようにアメリカなどでは、会計倫理の
アクティブラーニングがすでに導入されて
おり、その有用性が示されているわけだが、
わが国ではこのような授業が会計領域では
ほとんど展開されていないのが実情である。 
 2012 年に公表された中央教育審議会答申
(質的転換答申)や、2014 年から開始された大
学教育加速再生プログラムにおいて、大学で
学生がどのように学ぶかという視点から、ア
クティブラーニングの推進が求められてい
ることは周知のとおりであるが、会計領域に
おいて会計倫理のアクティブラーニングを
導入することは意義あることと考えられる。 
 
(4) 本研究で実践したケースメソッド 
 会計関連の授業にアクティブラーニング
を導入する際には、何の授業科目の中で、ど



の程度の時間を費やすかが大きな問題とな
る。アクティブラーニングは総じて時間がか
かる教授法であるので、限られた授業時間内
で効果的に学生の倫理的感受性を向上させ
る手法を開発する必要があるからである。 
 ケースメソッドは、ケース教材をもとに学
生が相互のディスカッションを通して学習
を進める方法であり、そのプロセスは、個人
予習からはじまり、数名でのグループディス
カッション、クラス全体でのディスカッショ
ンという順番で進められるのが本来の姿で
あるが、この手順では 1ケース実施するのに
膨大な時間を要する。 
 本研究で実施した2種類のケースメソッド
の手法であるが、どちらの方法もケースメソ
ッドを一部簡略化することで比較的短時間
で実施することが可能であり、会計初学者が
早い段階から倫理問題を認識できるよう工
夫したものである。両手法では、同じケース
教材を用いて授業を実践しており、それぞれ
の手法の特徴、メリット、デメリットを比較
している。以下では、ケース教材と実施した
2種類の手法を説明する。 
 
① ケース教材 
 使用した主たるケース教材は、簿記、会計、
経理に関係する倫理上の問題や倫理的ジレ
ンマを含んだ事例、具体的には、矢部編著
（2016）『簿記学』の各章の章末問題末に載
せている「倫理問題」と称したケース教材で
ある。 
「倫理問題」の内容は、その章で学習する
初級簿記の内容に関連する事項となってい
る。たとえば、販売費および一般管理費を学
習する章においては、私費の食費の会計処理
をどうするかというストーリー（仮想事例）
が、「倫理問題」の内容になっている。学生
は、ケース内の特定の登場人物の立場になっ
たつもりで、会計上の倫理的ジレンマを含ん
だ問題について、意思決定をすることが求め
られる（ロールプレイ）。ケース内の意思決
定者は、店員（アルバイトを含む）や管理職、
店主など、さまざまな立場である。 
 
② コメントシート＋ペアワークを用いた
手法 
この手法は、簿記論の授業において実施し
た。90 分間の授業時間内で、テキストにした
がって簿記の内容を説明したうえで、授業の
最後の 10 分程度をアクティブラーニングに
充てる。内容はいたってシンプルであり、「倫
理問題」を読み、配布したコメントシートに
自分の考えを文章で記入してもらい、授業終
了時に回収するというものである。ただし、
「倫理問題」の内容は、その時間に学習した
初級簿記の内容に関連する事項となってお
り、前半の授業がケースメソッドの個人的予
習に代替する働きをする。また、自分の考え
をコメントシートに記入する前に、学生同士
が机の前後左右で自由に相談をすること（ペ

アワーク）を認めている。 
こうすることで、自然と学生同士で、問題
内容の理解や倫理的問題への対応方法につ
いての意見などを議論することになる。10 分
間と短時間ではあるが、前期後期計 30 回の
授業コマ数中、13 回のケースメソッドを実施
している。毎時間、ケースメソッドを繰り返
すことで、会計に関する倫理問題の接触回数
を増やし、倫理問題に対する認知度を高める
ことを意図した方法である。教員によるケー
スの振り返り、コメントは次の授業時間に簡
単に行う程度に止めている。また、出版社ホ
ームページ上に掲載している問題に関する
考え方やヒントがこれに代替するものとし
ている。 
 
③ クリッカー＋グループワークを用いた
手法 
 クリッカーは、パソコンに専用のソフトウ
ェアをインストールし、レシーバーを USB ポ
ートに差し込めば、専用の無線携帯端末リモ
コンを使って、テレビのクイズ番組のように
学生の意見をタイムリーに集計することの
できるシステムである。授業を進める事前準
備として、まず机をグループ席に配置し、学
生を４名程度のグループに分ける。学生各人
には、クリッカー端末、コメントシートを各
人に配布する。なお、90 分間の授業（授業科
目は会計倫理 3年生配当）の中では、概ね３
～４つのケース教材を用い、4 コマの時間を
用いて授業（13 ケース）を実施した。 
事前準備終了後、学生にケースを一読させ、
ケースの意思決定者の立場で、自分ならどの
ように行動するかを、スクリーンに表示した
選択肢からクリッカーで回答させる。その後、
グループでディスカッションを実施させる
が、浅薄な議論とならないよう検討すべきポ
イントとして、ケースにおける会計処理、ケ
ースの事実関係の情報共有、利害関係者の推
定と利害関係者への影響、何が倫理的に問題
となるのか等をスライドで示す。ディスカッ
ションのはじめに、学生は自分の回答した結
果と、なぜそのように回答したのかをグルー
プ参加者に説明し、スライドのポイントにつ
いて議論する。ディスカッション終了後、グ
ループ代表者にグループ内でどのような議
論がなされたかをクラス全体に報告させる。 
そのうえで、改めてケースの同じ問いに対
してクリッカーで再投票させ、結果をスクリ
ーンに示す。最後に、振り返りとしてケース
のポイントについて教員が簡単に補足し、感
想を述べて議論を締めくくるというもので
ある。 
  
④２つの手法の比較 
 コメントシート＋ペアワークの手法の流
れは、個人思考または個人思考→集団思考
（ペアワーク）→個人思考であり、知識伝達
型の受動的な学習に能動的な学習を加えた
方法であり、個人学習中心の内省的なアクテ



ィブラーニングという特徴がある。 
これに対して、クリッカー＋グループワー
クの手法の流れは、個人思考→集団思考（グ
ループワーク）→クラス全体でのシェア→個
人思考である。個人思考をグループでシェア、
さらにはクラス全体でシェアすることで、そ
こでの意見を個人で取り込み新たな視点で
個人思考する方法（ピア・インストラクショ
ン）であり、教員と学生、学生と学生の間の
双方向型学習という特徴がある。本来のケー
スメソッドの手法により近い形であるが、そ
の分、授業に要する時間は長くなる。 
実践した 2つの手法では、学生はケースメ
ソッドを通して倫理的思考を伴う経理判断
と経営者判断の疑似体験を行ったが、そこで
は通常の簿記・会計の授業で身に着けた基礎
的な簿記会計能力を応用的に用いて、実務的
な会計判断と倫理的な会計判断を高めてい
く学習がなされた。これは、実践した手法が
伝統的な簿記・会計の講義型授業では取り扱
われない学習内容を穴埋めし、さらには実務
との橋渡しする一定の役割を果たしたもの
といえ、会計教育の質の向上につながった点
といえる。また、実践したどちらの手法でも、
ケースメソッドを繰り返し実施したことで、
学生は簿記・会計に倫理問題が付きものであ
ることを認識し、会計問題に対する倫理的感
受性を高める効果があったといえる。 
ケース教材については、教材作成者側とし
て、できるだけ理解しやすいようにシンプル
なものを作成することを心掛けたが、実際に
学生が取り組むと、学習した以上の専門知識
がないと理解しにくいケースや、文章が少し
長く複雑になるだけで、考慮するべき点が増
え、教材作成者がケース教材の中で学生に検
討してもらいたいと意図するポイントがぼ
やけてしまうという問題も生じた。こうした
課題については、学生の回答（回収したコメ
ントシート）から、各ケース教材の問題点を
発見、再考してより高い品質のケース教材に
改善していく必要性があり、この点は、まさ
に会計教育の実践性と会計研究の学術性の
循環であると考える。 
 
(5) 今後の課題 
 本研究では、4 つの課題を掲げたが、課題
Ｃと課題Ｄについては、概ね当初考えていた
レベルの研究成果をあげることができた。 
 課題Ａについては、会計倫理の必要性を明
らかにする経済学的モデルについて議論を
重ね、先行研究の精緻化を試みたが、研究成
果としてまとめるまでには至らなかった。 
 課題Ｂについては、日本企業の企業倫理の
内部制度化に関する先行研究の資料を収集
し、アンケート項目等の検討を行ってきたが、
会社法の企業統治についての見直しによる
改正やスチュワードシップコードやコーポ
レートガバナンスコードなどが策定された
ことで、アンケート項目の再度の検討が必要
となり、実施には至らなかった。この両課題

については、今後も研究を引き続き進めてい
く予定である。 
また、課題Ｄに関して、実施した会計倫理
のケースメソッドは、主として会計初学者に
倫理的素養を身に着けさせるための手法で
あったが、ケース教材を複雑かつ高度な内容
にすれば、上級の簿記・会計科目でも実施可
能であることが指摘できる。ゼミナール等で
ケース教材自体を学生に作成させ、個人予習
の時間もしっかりと組み込むことで、より発
展的なケースメソッドにすることも考えら
れ、さらには、会計倫理のケース教材をもと
に、アカデミック・ディベートを複数大学の
ゼミナール対抗形式の大会として実施する
ことも可能である。より発展的な会計倫理教
育手法の開発については、今後の取り組むべ
き課題としたい。 
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